
令和6年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業 

①事業概要 

事業全体の

概要・目的 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金は、エネルギー・食料品価格の物価高騰の

影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図るため、「デフレ完全脱却の

ための総合経済対策（令和 5年 11月 2 日閣議決定）」への対応として、地方公共団体が

地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施できるよう創設するとともに、令和

5年 11 月に低所得者世帯への支援のための「低所得者世帯支援枠」を創設。更に令和 5

年 12 月に低所得者支援及び定額減税を補足する給付に対応するため、「給付金・定額減

税一体支援枠」等を創設。 

事業期間 令和 6年（2024 年）4月～令和 7年（2025 年）3月 

 

②令和6年度（2024年度）の主な取組内容 

事業の種別 事業数 事業費 交付金充当額 

支援枠 

支援枠分（物価高から国民生活を守

る）（低所得世帯支援枠、給付金・定

額減税一体支援枠） 

1 106,343,500 円 106,343,500 円 

推奨事業

メニュー 

生活者支援 1 89,192,253 円 89,192,253 円 

事業者支援 0 0 円 0 円 

その他 0 0 円 0 円 

計 2 195,535,753 円 195,535,753 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業一覧】 

No 種別 事業番号 事業名称 

1 支援枠分 7 
令和 6 年度岩沼市住民税非課税世帯に対する臨時

特別給付金事業 

2 
推奨事業メニュー 

（生活者支援） 
21 いわぬま地元応援割増商品券販売事業 

 

③効果と今後の方針 

事業効果 

効果 
物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生に効果があ

った 

理由 

・「低所得者世帯支援枠」等を活用し、106,343,500 円（令和 7 年度完了事

業分）充当した。物価高が続く中で低所得世帯（住民税非課税世帯）への給

付金を支給する支援を行うことで、低所得の方々の生活の下支えを行えた。 

・また、推奨事業メニューでは、いわぬま地元応援割増商品券事業で生活者

等の支援を行い、物価高騰の影響を受けている市民や事業者の負担軽減を

図ることができた。 

今後の方針 

方針 
 

 

理由 
 

 

 

④検証委員会の評価 

事業の評価 有効であった 

主な意見 

・商品券事業の事務経費で約 1,920 万円要している。この費用をどのように捉え

るべきか。 

・みやぎポイントを活用しながら、誰でも活用できる印刷物の商品券を併用してい

ることは、地域に根ざした手法として評価できると思う。 

 

 


